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研究成果の概要（和文）：本研究では多文化就労場面における元留学生社員の葛藤解決方略に葛藤内容、労働価
値観、就労意識がどのように影響するか検討することを目的とした。元留学生社員を対象に質問紙調査を行い、
さらに重回帰分析を実施した結果、葛藤内容の「外国人社員に対する軽視」が「対決」「協調」「回避」の葛藤
解決方略に共通して影響を与えていた。労働価値観の「自己成長」が重視されない場合には「対決方略」がとら
れ、それが重視される場合には「協調方略」が選択されていた。また、就労意識の「職場への慣れ･定着」が認
識されていない場合には「対決方略」や「回避方略」を選択することが示唆された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to examine conflicts at work, working values, 
and the working awareness of former international student employees in a multicultural business 
environment and to reveal ways in which these factors affect conflict resolution. The results of 
multiple regression analysis with conflict resolution strategies as dependent variables and with 
conflict at work, working values, and working awareness as independent variables revealed that 
disrespect for foreign employees in relation to conflict at work affected confrontation, 
cooperation, and avoidance. A confrontation strategy was selected when self-growth was not 
emphasized and a cooperation strategy was selected when it was emphasized. Furthermore, a 
confrontation strategy or avoidance strategy was chosen when adaptation and taking root in the 
workplace was not recognized.

研究分野：異文化間心理学

キーワード： 多文化就労場面　異文化間コンフリクト　葛藤解決方略　労働価値観　就労意識　元留学生社員　日本
人社員
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の意義は日本で学んだ留学生が日本で企業に就職し、周囲の人々とどのような葛藤を感じ、どのように人
間関係を構築していくか、また、多文化化した職場でどのような労働価値観を持ち、キャリアを継続させ職場で
の自分の存在を活かしていくかという留学生の卒業･修了後のライフステージを示した点である。日本社会が労
働力不足により外国人社員の増加を加速化させている現状で、日本社会、企業がどのように外国人社員を受け入
れていくのかを考える一助となる。また、多文化化した職場である文化的空間のあり方と元留学生社員の影響を
多面的に検討することは、多文化就労場面におけるキャリア支援および異文化間教育としても重要である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

留学生30万人受入れ計画では大学を卒業・修了した留学生を日本で雇用促進をさせ、日本社会

をグローバル化させようとする政策戦略を示している(文部科学省,2008)。こうした留学生の定

着を視野に入れた制度的変化は、日本社会のグローバル化と多文化共生を促進させると同時に、

地域社会や就労の場などにおいても文化的背景の異なる人々との接触が不可避に進行している

ことを意味する。そのことは対人レベル、文化レベルにおいても多様なコンフリクトをもたらす

可能性がある(加賀美,2012;2013）。 

コンフリクトとは「期待されていることが妨害されていると関係者が認知する状態のこと」

（Thomas, 1976; 加賀美, 2007）であり、特に異文化接触では異文化間コンフリクトが起こりう

る。異文化間コンフリクトでは価値観や慣習の違いにより一方が適切と思って行う行動が他方に

とっては我慢できないものと知覚される（加賀美, 2007;2019）こともある。上述した社会人対

象者も日本留学を経て就労の場において、日本の組織文化や職場のあり方、労働観に付随する日

本人との人間関係やコミュニケーションスタイルなどの違いを認識し、日本人の行動規範への不

可解さや人間関係困難など様々な異文化間コンフリクトが生じているといえる。 

昨今、日本留学を経て日本で就職した人（以下、元留学生）は、年々増加傾向にある。日本

学生支援機構（2012）によると、大学学部以上の卒業・修了後の日本国内の就職者の割合は 26.6%

で、前年度より増加している。これらの社会的状況を反映して、元留学生を対象とした調査は、

就職状況、就職の流れや採用、就業動機などのアンケート調査など（徳永,2013 ほか）が多く

見られる。また、組織心理学を背景に新卒留学生社員の組織適応と上司の支援について検討し

た島田・中原(2014)がある。しかしながら、日本留学を経た元留学生が就労の場（以下、多文

化就労場面）にどの程度参入し、人間関係の中でどのような葛藤があり、どのような解決方略

を用いて解決行動に至っているのかは解明されていない。さらにその背景にどのような労働に

対する価値観が作用しているかも不明である。就労場面では自己実現的価値観が優先されるか、

収入などの経済的価値観が重視されるかなど、価値対立が存在しこれまでの組織への適応とい

う視点だけでは問題の本質が見出しにくい。一方、元留学生が同じ職場で働いていることは、

周囲の日本人やそれ以外の文化圏の人々に対しても影響があり、相互の関係性や職場のあり方、

背後にある価値観も変化させる可能性がある。元留学生の存在が就労の場にどのようにダイナ

ミックな影響を与えているかという視点からの検討はこれまでの研究ではほとんど行われてい

ない。そこで、本研究の実施する必要性があると考えた。 

 
２．研究の目的 

(1) 本研究の目的は、日本留学を経て就職し地域社会の一員となった長期日本滞在者（大学卒

業・修了後、10年以内）を対象に、多文化就労場面における葛藤と解決方略、労働価値観の内

容について検討を行うこととする。 

(2) (1)について、多文化就労場面で就労する日本人社員は、元留学生社員または外国人社員

にどのような認識を持っているか検討することとする。 

(3) 元留学生社員を対象に、多文化就労場面における葛藤内容、労働価値観、就労意識を明ら

かにし、それらが葛藤解決方略にどのような影響を与えているか検討することとする。 

 
３．研究の方法 

(1) 多文化就労場面における元留学生の異文化間コンフリクトと解決過程がどのようなもの

か、その内容と関連要因を明らかにするために、文献調査の後、中国の元留学生 7名、韓国の元

留学生 10名、台湾の元留学生 9名を対象に面接調査を行った。 



(2) 元留学生社員と就労する周囲の日本人社員 12名にも面接調査を行った。(1)(2)のデータ

入力の後で、内容分析を行い質的に整理した。 

(3) (1)(2)をもとに、理論的枠組みと仮説を設定し質問票を作成した。まず、外国人社員と

ともに就労する日本人社員 315 名を対象にインターネットによる質問紙調査を行った。その次に、

日本留学を経て就職した 10 年以内の元留学生 100 名を対象に、質問紙調査を実施した。統計的

分析の結果、多文化就労場面の葛藤と解決方略、文化的価値観の関連性を量的に検討した。 

 

４．研究成果 

(1)の目的である多文化就労場面の元留学生社員を対象に葛藤解決方略に焦点を当てた面接

調査については、KJ 法を用いてカテゴリー化し検討した。まず、就労期間が 10 年未満の中長

期滞在の中国人元留学生 7名を対象とした小松・黄・加賀美（2017）の面接調査では、彼らは

日本企業や日本人に対し多様な職務上の葛藤を抱くものの、否定的な感情を抑え自らの職務ス

タイルを調整し葛藤を解決する傾向が見られた。同じく就労期間が 10年未満の中長期滞在の台

湾人元留学生 9名の面接調査では、会社組織や人間関係等に対する職務上の多様な葛藤が生じ

否定的感情を抱くものの、肯定的な発想の転換等を行い第三者援助等の解決行動をとり、職場

環境に配慮し直接的対立を回避しつつ葛藤解決を行う傾向（守谷・池田・和田・加賀美,2017）

が見られた。就労期間が 3年以下という短期滞在の韓国人元留学生 10名を対象者とした岡村・

文・加賀美（2016）の面接調査では、生じた葛藤に対する解決意欲が高く、第三者など他者を

巻き込みながら双方向的な葛藤解決を志向する傾向が見られた。 

(2)の目的である多文化就労場面の日本人社員を対象にした田中・山中・加賀美（2017）の面

接調査では、就労期間が短期から中長期の元留学生社員が就労する職場の日本人社員 12名に葛

藤解決方略に関するインタビューを実施した。その結果、日本人社員が外国人社員に抱く職務

上の葛藤には日本的就業行動への期待との齟齬が最も多くみられ、中でも外国人社員が社内慣

習や社内規定を軽視していることに関する違和感が多く語られていた。日本人社員は業務が円

滑に進むように、外国人社員に対してさまざまな援助や工夫に努めているものの、業務遂行に

直接影響しない事柄に関しては、回避的行動をとる傾向が見られた。 

このような質的調査をもとに、加賀美･小松･黄・岡村（2018）はインターネットによる質問

紙調査を行い、外国人と共に就労する日本人社員 316 名を対象に葛藤解決方略が労働価値観、

外国人への就労意識にどのような関連があるか検討した。因子分析、さらに重回帰分析を行っ

た結果、同僚や組織への貢献の労働価値観を重視する人は外国人社員に対して協調方略をとる

傾向が見られた。一方、転職・起業の価値観を重視する人は主張の強い対決的な解決方略を用

いる傾向となった。さらに、同調査において、外国人社員が職場でうまく職務をこなし円滑な

人間関係も築き、外国人社員の能力･特性を活かし会社にとって重要な存在であるという認識が

日本人社員にある場合には、外国人社員との協調方略を選択する傾向が見られた。一方、外国

人社員の仕事ぶりが停滞しているという認識を持っている場合には、日本人社員は対決方略を

用いる傾向が見られた。 

(3)の目的である多文化就労場面の元留学生社員を対象にした加賀美･小松･黄･岡村(2019)の

質問紙調査では、葛藤解決方略に葛藤内容、労働価値観、就労意識がどのように影響するか検

討した。元留学生社員 100 名を対象に因子分析、さらに重回帰分析を実施した結果、葛藤内容

の外国人社員に対する軽視が対決、協調、回避の葛藤解決方略に共通して影響を与えていた。

これは職場で自分の能力を発揮させたいか、職場の良好な人間関係を維持したいか、継続して

就労したいかという職場の捉え方や関与の仕方が葛藤解決方略の選択に大きく関わっているの



ではないかと考えられる。また、労働価値観の自己成長が重視されない場合には対決方略がと

られ、それが重視される場合には協調方略が選択されていた。つまり、元留学生社員が職場で

モチベーションを維持し、自分が学ぶべきことを意識し、職務を通して自分の能力を発揮させ

成長しようとする価値観を持つかどうかで、職場での対人関係に対して肯定的または否定的に

影響することが示唆された。この傾向は本研究における元留学生社員特有のものと考えられる。 

さらに、就労意識に注目すると、職場への慣れ･定着が認識されていない場合、対決方略や回

避方略を選択することがわかった。職場への慣れや定着はすべての就労者にとって安定という

側面から重要な要素であるが、人間関係を重視し、継続的に就労しようと思わない場合には対

決方略や回避方略をとることが示唆された。つまり、元留学生社員が職場で長期に亘って就労

する意志がない場合には、短期的なスパンで職場を捉え、長期に亘る安定した持続性のある人

間関係維持を重視しないために、対決方略や回避方略に向かうものと考えられる。多文化就労

場面における短期的な就労は、協調的な人間関係を構築しにくく対決や回避の解決方略につな

がることが示唆された。 

このように、多文化就労場面における元留学生社員を対象とした量的調査からは葛藤が生じ

た際に多様な葛藤解決方略が導き出され、その背景には労働価値観や就労に対する意識が影響

を及ぼしており、これらの要因が多文化就労において重要な要因であることが示唆された。本

研究結果の知見から、元留学生社員を受け入れる企業は、元留学生社員の葛藤や特性を理解し

たうえで、元留学生社員が自分の技術や能力を発揮できモチベーションが維持され、職務を通

して成長していけるように、また、周囲との良好な関係を構築し、長期的な就労の展望を持つ

ことができるように、職場環境を整えていくことが重要であると言えるだろう。 
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